
 北海道檜山振興局管内７町
北海道檜山振興局管内の江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、奥尻町、今金町、せたな町の７町が共同で策定作業に
取り組み、７町それぞれで国土強靱化地域計画を策定（平成30年10月１日に全町で同日施行）

〔参考〕策定団体の例（複数町が計画策定作業を協力して実施）

①共同策定に至った背景・経緯

檜山管内７町は、1993年（平成５年）に北海道南西沖地震を経験した地域として自然災害への意識が高く、近年、多発す
るゲリラ豪雨による土砂災害や台風・地震による被害の発生に加え、国・道による国土強靱化に向けた取組を機に地域計画
の策定を検討することとなった。
地域計画の策定は、基本理念を町の施策に反映し、実施することで国土強靱化の取組が推進され、人命の保護など基本目

標を達成する上で効果的と判断。また、国の基本計画及び北海道強靱化計画との調和を図るとともに隣接する各町との地域
計画とも相互に調整を図ることが地域の強靱化に必要と考え、檜山地域として統一的な計画とすべく管内７町で検討するこ
ととなった。

②共同策定の手順

北海道強靱化計画のうち檜山管内にも該当する部分を抽出し、共通の課題・取組内容を提案した。
【北海道（振興局）が共通の課題・取組内容を提案】

（上ノ国町内の夷王山上空から写真） （江差町内のいにしえ街道の町並み）



地域計画の構成については、管内７町に共通的、一体的に取り組む必要がある項目（共通項目）と各町独自施策を柔軟、
効果的に実施するための項目（独自項目）で構成することとした。
また、地域計画の推進管理が効率的・効果的に行えるよう、町総合計画との一体化も視野に入れ策定することとした。

北海道強靱化計画におけるリスクシナリオ等を活用し、檜山地域の実情に応じた内容により推進方針、脆弱性評価の考え
方、リスクシナリオ等を抽出、各町にあてはまる項目を選定した。

北海道強靱化計画における指標を参考に、町総合計画において定められている指標及び各個別計画における指標により各
町それぞれの実態に応じ設定した。

③共同策定による変化・効果

• 北海道（振興局）の調整により、策定段階から管内各町と情報共有、議論を行ったことで、国土強靱化の取組はもとより、
地域振興、地域課題への連携、情報共有体制が強まった。

• 檜山地域以外の自治体との協力の必要性について、日本、北海道全体としての必要性を考慮することができるようになっ
た。

• 各リスクシナリオに対応する施策を抽出することにより、あらゆる分野（福祉・教育など）から最悪の事態を回避するた
めの対策を検討する意識の醸成が出来た。

• また、最悪の事態を回避するため、各部署間の連携、協力体制強化のきっかけとなった。

【地域計画の構成】

【リスクシナリオ等の選定】

【KPIの設定】

【他の行政機関との関係における変化・効果】

【庁内における変化、効果】


